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設置目的 
 
 奄美群島振興開発特別措置法に基づき設置され、奄美群島における産業の振興開発を促進し、奄美群島の経
済の発展に寄与するため、振興開発計画に基づく事業に必要な資金を供給すること等により、一般の金融機関
が行う金融を補完し、又は奨励することを目的とする。 

沿  革 
 
昭和28.12 奄美群島が日本に返還 
昭和29.６ 奄美群島復興特別措置法制定 
昭和30.９ 奄美群島復興信用保証協会（保証業務
昭和34.３ 奄美群島復興信用基金（融資業務追加
昭和39.４ 奄美群島振興信用基金（改称） 
昭和49.４ 奄美群島振興開発基金（改称） 
平成16.10 独立行政法人奄美群島振興開発基金 

出 資 金 
 
 平成24年度末現在：168億円 
 
【内訳】 
 国     ：104億円
（62.0%） 
 鹿児島県  ： 44億円
（25.9%） 
 群島内市町村： 20億円
（12.1%） 
 

組  織 

 理事長 理事 総務企画課 

監事 
業務課 

管理課 

徳之島事務所 

※平成25年7月現在 沖永良部事務所 
 
役員数：2名（監事2名除く） 
常勤職員数：18名 
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業 務 概 要 

保証業務 
 第二次、第三次産業のみならず、第一次産業に対しても保証する等、信用力に乏しい中小規模の事業者等が

金融機関から円滑に貸付を受けられるよう、きめ細かな信用保証を実施。 
  〔24年度実績：16億円 年度末保証残高：48億円〕 

融資業務 
 農林水産業、大島紬等特産品製造・販売業、観光業など、地域の特性を生かした産業に融資を実施。 
  〔24年度実績：15億円 年度末融資残高：64億円〕 
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見直しに向けた考え方 
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奄美群島の経済の状況 
 
経済規模は、 

 ・S40～60にかけて順調に推移、H10からは微減傾向。  
 ・H12以降、各年3,300～3,500億円で推移 
基幹産業は、 

 ・農業で、サトウキビは病害虫・台風の影響等により減産。それに代わ 
  る作物（ジャガイモ、花き）や、タンカン、マンゴーなどの高付加価値 
  品目の生産拡大を推進 
 ・大島紬業は和装需要の低迷により不振が続き、建設業も公共事業 
  の縮小や群島外事業者との競合により総生産額は大幅減 
 ・観光関係はH28世界自然遺産登録による拡大が期待される。 
 ・情報通信業は企業誘致や地元企業の育成が進展 
 ・以前の基幹産業が衰退する一方で、新たな産業の萌芽が出現 
事業所数は中小零細事業者割合が高く、1人あたり所得水準は低い 

域内における金融の情勢 
 
群島内金融機関の貸出総残高は、2,088億円（H22）で微減傾向 
民間金融機関は、 

 ・地銀2行（7店舗）、地元信金・信組（各14店舗）、農協 
 ・鹿児島県信用保証協会は、群島を対象に通常業務はなし 
政府系金融機関は、鹿児島市内に日本政策金融公庫、商工中金 

 
 
 奄美基金（独立行政法人） 
  
 零細で信用力が低い事業者へ資金供給を行う底支えの役割 
 対農業従事者では30.2％（件数では46％）が基金からの融資 
 大きな課題：５７億円の繰越欠損金 
 累次の独法見直しを踏まえての改革・合理化 
  

・奄美群島には、依然として本土と比較して経済的格差が未だ存在   ・経営規模の零細性等から、信用力・担保力は低い状態 
 ⇒奄美群島の自立的発展に向け、中小零細事業者等への資金需要に応え、諸産業の 育成・振興を図るために、 
  以下のような視点に立った、奄美群島における一般の金融機関を補完・奨励する政策金融の機能が重要 

奄美群島の振興開発の促進にあたり必要な政策金融の機能 
   
①事業者の業種、規模等の特性に応じて資金を安 ③ステークホルダーである地元自治体（鹿児島②地域に密着したきめ細かな助言・指導 
定的に供給  県、市町村）の施策との協調 
     
第１次～３次産業まで幅広い業種にわたって機動 零細な事業者や創業者などへ金融諸手続き 振興開発計画に沿った業務実施  
的に対応、低迷の続く既存事業からの事業転換支 産金学官連携における中核的存在とし 域を含め、身近できめ細かな助言・指導  て地

援、適切な金融手法を提供し業態の変化への円滑 経済をリードする役割融資・保証の実施後、債権管理、回収に至る  
な対応 市町村等施策への資金対応を制度化まで、利用者の近くに存在し経営状況等の把握   
体力の弱い零細事業者の発展的段階に応じた多 や経営上の助言指導 
様な金融支援、一般の金融機関の取引を促進 Ｐ.１



見直し当初案について 

奄美群島振興開発基金の業務のあり方 
 
機能①：資金を安定的に供給 
事業者に対する情報提供業務の強化 
融資と保証を共に自ら行いうる特性を活かした取組 
奄美経済情勢の実情にあった条件設定   
機能②：きめ細かな助言・指導 
融資業務、保証業務内容の地元への情報提供等 
審査の強化、債権管理の徹底等 
機能③：ステークホルダーである地元自治体との協調 
地元自治体が行う産業振興等への助言 
地元実情にあった条件設定 

奄美群島振興開発基金の組織運営のあり方 
 
組織規模が小さい故に、役員に対する牽制や部署間

の牽制機能が十分に働く枠組みが必要 
今後の内部統制の推進 

 重要性が高いと考えられる「業務の有効性・効率性」、

「コンプライアンス（法令遵守）」に関連する以下の点に重

点化 
PDCAサイクルの徹底などモニタリングの強化 
事務リスク軽減のための組織内アラーム機能の構築 
適切な業務を支える職員の人材育成、能力・業績や

法令遵守状況などを反映した人事評価 等 
組織の目標管理、収益管理、事務管理、人事管理は、

振興開発計画との関係性を意識 

繰越欠損金の解消に向けて 
 
 平成24年度末の繰越欠損金は57億円 近年の状況と進捗の展望 
  （融資業務25億円 保証業務：32億円 ） 平成22年度より融資額、保証承諾額とも3年連続で増
繰越欠損金解消に向けた基本的な考え方 加 
延滞債権等の発生防止 融資残高は減少傾向に歯止め、保証残高は23年度末
既存のリスク管理債権の削減 

より18年ぶりに増加職員の人材育成    
質を伴った融資・保証の充実 リスク管理債権額は減少傾向 

当面の目標 
理事長等のリーダーシップの発揮 
単年度利益の連続計上 
繰越欠損金解消計画は、進捗状況の点検・評価を実施 
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